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記載要領 ～ 各様式について ～ 

 

１．各様式の種類 

各様式は、松山市ホームページからＰＤＦ形式又はエクセル形式を選択してください。全体共通様式には、

記入（又はデータ入力）箇所に色を付けています。 

複数の種類を申請する場合は、全体共通様式は１部のみ作成し、各種類の様式を必要に応じ追加してくだ

さい。 

○＝必ず提出 

種類 

様式名 建設工事 
委託 

（清掃・警備等） 

委託 
（測量・建設コン

サルタント等） 

物品調達等 

①全体共通様式 
○ ○ ○ ○ 

（添付書類） 

②建設工事様式 
○    

（添付書類） 

③委託共通様式 
 ○ ○  

（添付書類） 

④清掃・警備等様式 
 ○   

（添付書類） 

⑤測量・建設コンサルタント等様式 
  ○  

（添付書類） 

⑥物品調達様式 
   ○ 

（添付書類） 

上記①～⑥の順番で各様式と添付書類を綴ってください。 

 

２．各様式の綴り順 

 建設工事 

全体共通様式＋添付書類 ＋   建設工事様式＋添付書類 

 

 委託（清掃・警備等） 

全体共通様式＋添付書類 ＋ 委託共通様式＋添付書類 ＋ 委託（清掃・警備等）様式＋添付書類 

 

 委託（測量・建設コンサルタント等） 

全体共通様式＋添付書類 ＋ 委託共通様式＋添付書類 ＋ 委託（測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等）様式＋添付書類 

 

 物品調達等 

全体共通様式＋添付書類 ＋   物品調達等様式＋添付書類 

 

 

全体共通様式  委託共通様式  各種類の様式 
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記載要領＜全体共通様式＞ 

１．『申請書類チェックリスト』について 

（１）既存登録業者は、業者番号（６桁）を記入してください。新規に申請する場合は、業者番号の記入は必

要ありません。 

（２）連絡先、担当者名は、当該申請に関係する質問に対応できる方を記入してください。 

（３）提出前に「申請者チェック欄」にチェック「レ」を入れ、再度、綴順及び書類の不足等を確認してくだ

さい。 

 

２．『 令和８年度 競争入札参加者資格審査申請書 』について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）申請者（本社）欄 

①所在地 

 法人は履歴事項全部証明書の所在地、個人は印鑑登録証明書の住所を記入してください。 

②商号又は名称 

法人は法人名、個人は商号を記入してください。 

③代表者職氏名 

法人は代表権のある方の職氏名を、個人は本人の氏名を記入し、実印を鮮明に押印してください。 

実印は、法務局（個人の場合は市区町村長）が証明する代表者の印鑑です。 

～既存登録業者の方へ～ 

既存登録業者も、全体共通様式・添付書類等の提出が必要です。 

ただし、全体共通様式・添付書類等のうち、以下の項目については提出不要です。 

･「３．使用印鑑」･「４．契約締結権限等の委任」 

･「５．消費税及び地方消費税の課税又は免税事業者届」 

･「６．口座振替届」･「１３．系列会社の状況」・「１４．松山市内の事業所」 

･「１５．事業所所在地見取図」･「１６．事業所写真」 

・「履歴事項全部証明書」 

申請書作成前に確認をお願いします 【既存登録業者のみ】  

申請書作成時点で、代表者名や支店長名、使用印鑑等、下記に示す登録内容に変更がある場合は、 

別途、現在の登録情報に対する変更手続きが必要です。 

（変更届は、松山市ホームページからダウンロードしてください） 

 

●競争入札参加資格審査申請書変更届 

  １．申請者(本社)の代表者、所在地等の登録事項  / ３．使用印鑑  / ４．契約締結権限等の委任  

/１４．松山市内の事業所に変更がある場合 

●口座振替(登録・変更)届 

  ６．口座振替届に変更がある場合 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/sisei/nyusatsu/shityoubu/hennkou.html
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④電話番号・ＦＡＸ番号 

所在地に設置してある番号を記入してください。 

（注１）建設工事を申請する場合は、建設業許可を受けている「主たる営業所」の所在地、電話番号・    

ＦＡＸ番号を優先して記入してください。 

（注２）申請種類が建設工事と委託（清掃・警備等）のように複数ある場合は、建設業許可を受けている

「主たる営業所」の所在地等を優先して記入してください。 

 

（２）競争入札参加者資格の種類 

①新規登録業者 

申請する種類の「希望順位」欄に順位を記入してください。申請する種類が１つのみの場合でも、「１」

を記入してください。 

②既存登録業者 

ア．「令和７・８年度希望順位」欄に現在登録されている希望順位を記入してください。 

イ．新しく追加する種類については、「追加希望順位等」欄に順位を記入してください。ただし、既に

登録されている種類の希望順位は変更できません。 

ウ．既に登録されている種類の中で、業種を新たに追加する場合は、「追加希望順位等」欄に     

「業種追加」と記入してください。  

エ．既に登録されている業種の中で、業務を新たに追加する場合は、「追加希望順位等」欄に     

「業務追加」と記入してください。 

オ． ウ・エの両方に該当する場合は、「追加希望順位等」欄に「業種・業務追加」と記入してくだ    

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～種類・業種・業務とは～ 

（１）種類・・・建設工事、委託（清掃・警備等）、委託（測量・建設コンサルタント等）、物品調達等（物品

の購入、物品の修繕、製造の請負、物件の借入れ及び不用物品の売払い）の４種類です。 

（２）業種・・・■建設工事 

建設業法上で定められている、29業種です。 

      ■委託（清掃・警備等） 

委託共通様式(P1～2)の清掃・警備等申請業種一覧表の15業種（大区分）です。 

■委託（測量･建設コンサルタント等）  

委託共通様式(P4)の測量・建設コンサル等申請業種一覧表の5業種（大区分）です。 

■物品調達等 

記載要領＜物品調達等＞(P3~6)の業種・品目一覧表の29業種です。 

（３）業務・・・■委託（清掃・警備等） 

委託共通様式(P1～2)の清掃・警備等申請業種一覧表の業務（小区分）です。 

■委託（測量・建設コンサルタント等） 

委託共通様式(P4)の測量・建設コンサルタント等申請業種一覧表の業務（小区分）です。 

■物品調達等 

記載要領＜物品調達等＞(P3~6)の業種・品目一覧表にある品目名です。 
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（３）使用印鑑【既存登録業者は不要】 

入札書、見積書、契約書等に使用する印鑑を鮮明に押印してください。 

なお、使用印として認められるものは、「契約者の役職印」又は「社印＋契約者の個人印」等です。 

法人の代表者 法人の代理人 個人 

（例１）役職印 

    ※社印は省略可 

（例１）役職印 

    ※社印は省略可 

 

 

 

 

 

（例） 個人印 

（例２）社印＋代表者の個人印 

 

 

 

（例２）支店印＋代理人 

の個人印 

 

 

（注）浸透印（シャチハタ等）及び電子印鑑は使用できません。 

   ※役職印を使用印鑑として登録する場合は、社印（角印）を省略できます。 

 

【参考：使用印鑑として認められない例】 

（例１）社印のみ （例２）支店印のみ 

 

 

 

 

（４）契約締結権限等の委任【既存登録業者は不要】 

  申請者（代表者）が下記の権限を全権委任する場合に記入してください。 

 

【委任事項】 

①入札及び見積りに関すること。 

②契約の締結に関すること。 

③契約代金の請求及び受領に関すること。 

④入札保証金並びに契約保証金の納付、還付請求及び受領に関すること。 

⑤前各号に伴う復代理人の選任及び解任に関すること。 

（注１） 松山市では上記の委任事項のうち、どれか一部だけの委任は認めません。委任する場合は、 

上記①～⑤全ての事項の全権委任となります。 

（注２） 建設工事を申請する場合、委任する支店・営業所等が建設業の許可を受けていない業種では 

松山市と工事請負契約は締結できません。 

代
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○
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（５）消費税及び地方消費税の課税又は免税事業者届【既存登録業者は不要】 

課税事業者、免税事業者のいずれかにチェック「レ」を入れてください。 

 

（６）口座振替届【既存登録業者は不要】 

①完成払用（必須） 

 建設工事、委託（清掃・警備等）、委託（測量・建設コンサルタント等）、物品調達等の代金の受取

口座を記入してください。 

（注１）ゆうちょ銀行の場合、必ず「振込み用口座」を記入してください。 

（注２）（４）で全権委任した場合は、口座名義人は契約権限がある受任者の名義です。 

契約権限 ：支店長       契約権限 ：支店長 

口座名義人：代表取締役     口座名義人：支店長 

 

②前金払用 

建設工事、委託（測量･建設コンサルタント等）の前金払を希望する場合は、前払金の受取口座を記入し

てください。 

（注１）＜前金払用＞の口座は、＜完成払用＞の口座と異なる口座を記入してください。ただし、普通預

金口座に限ります。 

（注２）前金払については、ゆうちょ銀行は登録できません。 

 

（７）経営状況等調査 

「７．経営状況等調査」の（１）と（２）は必須です。委託（清掃・警備等）、委託（測量・建設コンサ

ルタント等）、物品調達等を申請する場合は、（３）～（５）も必須です。建設工事を申請する場合は、「経

営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写しが必要です。 

① 営業年数【建設工事、委託、物品調達等】 

ア 年数は、申請基準日（令和７年１０月１日）を基準に記入してください。 

イ 履歴事項全部証明書に記載の設立年月を記入してください。登記以前から創業している場合は、創

業年月を記入してください。 

ウ 現組織への変更欄は、商号変更、組織変更等最新の変更年月を記入してください。 

② 従業員数【建設工事、委託、物品調達等】 

ア 従業員数は、申請基準日（令和７年１０月１日）の労災保険適用者に代表者及び常勤の役員等を加

えた人数を記入してください。 

イ 「障がい者」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第２条に規

定されている方をいいます。 

③ 会社全体営業平均売上高【委託、物品調達等】 

ア 会社全体営業平均売上高は、直前１年度決算と直前２年度決算の損益計算書や確定申告書等をもと

に記入してください。売上高には消費税及び地方消費税を含まない金額を記入してください。 

イ 金額は千円未満を切り捨ててください。 

（注）次頁の具体例を参考に記入してください。 

 

 

(例) 

Rei  
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損益計算書（直前２年度決算）               損益計算書（直前１年度決算） 

 

 

（A）売上高 280,354,650  （B）売上高 290,775,600 

売上原価 248,786,600 売上原価 267,110,400 

売上総利益 31,568,050 売上総利益 23,665,200 

販売費及び一般管理費 27,880,500 販売費及び一般管理費 21,550,000 

営業利益 3,687,550 営業利益 2,115,200 

（中間省略） （中間省略） 

税引前当期純利益 3,139,250 税引前当期純利益 1,945,200 

法人税、住民税及び事業税 370,000 法人税、住民税及び事業税 350,000 

当期純利益 2,769,250 当期純利益 1,595,200 

 

（A）直前２年度決算の売上高＋（B）直前１年度決算の売上高   

               2 

  280,354＋290,775 

      2 

 

 

  

④ 自己資本比率【委託、物品調達等】 

ア 自己資本比率は直前１年度決算の貸借対照表をもとに記入してください。 

イ 金額は千円未満を切り捨ててください。 

ウ 率（％）は小数点第１位以下を切り捨ててください。 

 

  （D）自己資本                      151,619 

  （E）総資本                      475,715 

                              （単位：千円） 

 

 

⑤ 流動比率【委託、物品調達等】 

ア 流動比率は直前１年度決算の貸借対照表をもとに記入してください。 

イ 金額は千円未満を切り捨ててください。 

ウ 率（％）は小数点第１位以下を切り捨ててください。 

（注）下記の具体例を参考に記入してください。 

 

   （G）流動資産                      431,967 

   （H）流動負債                      303,302 

                              （単位：千円） 

×100＝（F）自己資本比率 

×100＝（I）流動比率 

×100＝31.871･･･≒31% 

 

×100＝142.421･･･≒142% 

令和５年１月１日から 

令和５年１２月３１日まで （単位：円） 

令和６年１月１日から 

令和６年１２月３１日まで （単位：円） 

切捨て 

切捨て 

損益計算書の具体例 

＝285,564.5≒285,564   （単位：千円） 

切捨て 

＝（C）会社全体営業平均売上高 
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資産の部 負債の部 

Ⅰ．流動資産（G） 

 

 

 

 

Ⅱ．固定資産 

 

 

 

 

431,967,138 

 

 

 

 

43,748,566 

 

 

 

 

Ⅰ．流動負債（H） 

Ⅱ．固定負債 

303,302,822 

20,793,331 

負債の部合計 324,096,153 

純資産の部 

Ⅰ．株主資本 

１資本金 

２資本剰余金 

３利益剰余金 

151,619,551 

19,838,000 

0 

131,781,551 

純資産の部合計 151,619,551 

資産合計 475,715,704 負債・純資産合計 475,715,704 

貸借対照表の具体例 

貸借対照表 
（単位：円） 

総資本 

(E) 475,715,704 

自己資本 

(D) 151,619,551 
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個人事業主の場合 

貸借対照表の例（資産負債調） 

資 産 の 部 

科 目 流動 固定 1月1日（期首） 12月31日（期末） 

現 金 ○  1,745,168 270,906 

当 座 預 金 ○  18,457 18,457 

定 期 預 金 ○  120,013 240,057 

そ の 他 の 預 金 ○  3,051,952 6,668,288 

受 取 手 形 ○    

売 掛 金 ○  9,540,801 2,507,055 

有 価 証 券 ○  4,125,843 4,125,843 

棚 卸 資 産 ○  18,942,334 2,173,208 

前 払 金 ○    

貸 付 金  ○   

建 物  ○ 4,622,500 4,352,500 

建 物 付 属 設 備  ○   

機 械 装 置  ○   

車 両 運 搬 具  ○ 1,012,892 610,001 

工 具 器 具 備 品  ○ 30,000 30,000 

土 地  ○ 45,524,908 45,524,908 

電 話 加 入 権  ○ 90,000 90,000 

前 払 費 用 ○  412,214 393,334 

出 資 金  ○ 200,000 200,000 

預 託 金  ○  16,550 

立 替 金 ○    

未 収 入 金 ○    

事 業 主 貸    ②   6,176,910 

合 計   89,437,082 ①  73,398,017 

 

負 債 ・ 資 本 の 部 

科 目 流動 固定 1月1日（期首） 12月31日（期末） 

支 払 手 形 ○    

買 掛 金 ○  33,779,386 10,137,956 

借 入 金  ○ 21,160,752 18,160,752 

未 払 金 ○    

前 受 金 ○    

預 り 金 ○  167,379 102,179 

未 払 消 費 税 ○  345,000 1,183,600 

敷 金  ○   

貸 倒 引 当 金 ○  522,239 119,616 

事 業 主 借    ③   2,707,929 

元 入 金    ④  33,462,326 

青色申告特別控除

前 の 所 得 金 額 

   ⑤   7,523,659 

合 計   89,437,082 73,398,017 

 

  

（Ｇ）＝ 

期末における流動資産の合計 

（網掛け部分の合計） 

 

 

 

 

（Ｅ）総資本＝①－② 

 

（Ｄ）自己資本＝ 

（③＋④＋⑤）－ ② 

（Ｈ）＝ 

期末における流動負債の合計 

（網掛け部分の合計） 
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次の(８)～(１２)については、市内業者 (全体共通様式「申請者（本社）欄」の所在地が「市内」の方)で、

太字の種類を申請する場合のみ、確認してください。 

 

（８）国際標準化機構（ＩＳＯ）等認証状況 【建設工事 / 市内業者のみ 】 

申請する「２．競争入札参加者資格の種類」に関係するＩＳＯ認証を取得している場合は、規格名を記

入し、登録証及び付属書等の写しを提出してください。 

また、エコアクション２１の認証を取得している場合は、認証・登録証の写しを添付してください。 

（注１）国際標準化機構（ＩＳＯ）認証は、公益財団法人日本適合性認定協会（ＪＡＢ）又はＪＡＢと相

互承認している認定機関に認定されている審査登録機関が認証しているものに限ります。 

（注２）建設工事については、登録範囲が建設業に関するものに限ります。 

 

（９）障がい者の雇用状況 【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】 

①市内業者で障害者雇用状況報告書の添付がない場合のみ、記入してください。 

②障がい者雇用率は、小数点第２位以下を切り捨ててください。 

③全体共通様式「７．経営状況等調査」（２）従業員数－障がい者の雇用人数に記入している方の身体障

害者手帳等の番号、障がい等級又は障がい区分を記入してください。氏名の記入の必要はあ

りません。 

 

（１０）労働福祉の状況 【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】 

①「就業規則への育児・介護休業制度の規定状況」について、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律第２条に定義する育児休業制度と介護休業制度の両方を就業規則に規

定し、労働基準監督署に届出を行っている場合は「届出している」、届出を行っていない場合は「届出

していない」を選択してください。 

②「次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づく一般事業主行動計画策定状況」に

ついて、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、愛媛労働局に届出を行って

いる場合は「届出している」、届出を行っていない場合は「届出していない」を選択してください。 

(注)上記①及び②について、届出をしていない場合や、届出先の受付状況を確認できない場合は、加点は 

ありません。 

 

（１１）協力雇用主への登録状況 【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】  

保護観察対象者等の協力雇用主として、法務省保護観察所に登録している場合は「登録している」、登録

していない場合は「登録していない」を選択してください。 

 

（１２）ＣＰＤ等の学習単位取得状況 【建設工事（土木一式工事・建築一式工事）/ 市内業者のみ 】 

①土木一式工事を申請する方で（一社）全国土木施工管理技士会連合会が実施するＣＰＤＳ（継続学習 

制度）を受講している場合は、合計取得ＵＮＩＴ数を記入してください。 

  ②建築一式工事を申請する方で建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）を受講している場合(建築ＣＰＤ運 

営会議が発行するもの)は、合計取得ＵＮＩＴ数を記入してください。 

※それぞれの合計取得単位ＵＮＩＴ数が３０ＵＮＩＴ以上ある場合のみ記入してください。 
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（１３）系列会社の状況 【既存登録業者は不要】 

松山市に競争入札参加者資格審査申請を予定している系列会社の有無について、「レ」を入れ、有の場合は、

その内容について該当欄に記入してください。 

 

（１４）松山市内の事業所【既存登録業者は不要】 

本社及び委任先が市外で市内に支店や営業所等の事業所がある場合は記入してください。 

本社又は委任先が市内にある場合は記入しないでください。 

 

（１５）事業所所在地見取図【既存登録業者は不要】 

①市内に本社・支店等の事業所がある場合は、住宅地図の写しを貼り付けてください。（インターネットの

出力地図を使用する場合、所在地周辺の道路や目印等が確認できるものを貼り付けてください。） 

なお、複製については著作権が適用されますので、確認のうえ使用してください。 

②事業所所在地にマーカーで印を付けてください。 

 

（１６）事業所写真【既存登録業者は不要】 

①市内に本社・支店等の事業所がある場合は、「１５．事業所所在地見取図」（地図）で示した事業所の外

部（看板を含む建物の全景）及び内部のカラー写真を貼り付けてください。 

②今回の申請書の作成にあたって撮影したものを貼り付けてください。 

③電子ファイルで入力する場合は、デジタル画像を貼り付けてもかまいませんが、カラー印刷で鮮明なも

のに限ります。 

 

 ３．＜全体共通様式＞添付書類について 

以下の（１）（２）（４）（１０）は、令和７年７月１日（火）以降に発行された原本を添付してください。 

（６）～（１１)は、市内業者 (全体共通様式「申請者（本社）欄」の所在地が「市内」の方)で、２(８)～ 

（１２)に該当する場合のみ、確認してください。 

 

（１）印鑑証明書 【※原本】 

全体共通様式「申請者（本社）欄」の代表者職氏名に押印した実印の証明書を添付してください。 

法人の場合は法務局、個人の場合は本人のもので市区町村長が発行するものです。 

 

（２）履歴事項全部証明書 【※原本】【既存登録業者は不要】 

法人の場合は添付してください。 

 

（３）法人の設立・設置、異動等に関する申告書（新設の法人で納期未到来の場合） 

松山市に納税義務がある場合の滞納状況は、別途、市が税務調査により確認しますが、税務調査の結果、

新設の法人で納期未到来の場合は、松山市（市民税課）の受付印が押印された「法人の設立・設置、異動

等に関する申告書」の写しの提出を求める場合がありますのでご了承ください。 
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（４）消費税及び地方消費税、法人税（個人の場合は所得税）の納税証明書 【※原本】 

  現在の所在地（納税地）を所管する税務署が発行する納税証明書を添付してください。免税事業者、新規

事業者にかかわらず発行されます。詳細は、国税庁ホームページ（申告・納税手続）を御覧ください。 

①法人の場合：その３の３（法人税・消費税及び地方消費税） 

②個人の場合：その３の２（申告所得税及び復興特別所得税と消費税及び地方消費税） 

（注）納税証明書の種類を間違えないよう注意してください。 

※国税庁ホームページアドレス「納税証明書の交付請求手続」 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm 

 ※納税証明書を電子で取得した場合は、電子納税証明書のＰＤＦデータを出力（印刷）したものを添付 

してください。 

※上記のＰＤＦデータを出力したものや税務署で発行された紙の証明書を複写（コピー）したものを 

添付していた場合、再提出を依頼することとなりますので、特にご留意ください。 

    

（５）財務諸表類 

  法人の場合は直前２年度分、個人の場合は直前２年分を添付してください。 

  建設工事のみ申請する場合は必要ありません。 

① 法人の場合：損益計算書及び貸借対照表等の写し 

 税込方式か税抜方式かを確認できるもの（決算書表紙又は注記表等）の写し 

② 個人の場合：所得税確定申告書及び収支計算書等計算書類の写し 

（青色申告書の場合は、貸借対照表（資産負債調）の写しを含む） 

 

（６）国際標準化機構（ＩＳＯ）等の登録証及び付属書等の写し 【建設工事 / 市内業者のみ 】 

①公益財団法人日本適合性認定協会（ＪＡＢ）又はＪＡＢと相互承認している認定機関に認定されている

審査登録機関が認証したものを添付してください。 

②建設工事については、登録範囲が建設業に関するものに限ります。 

③エコアクション２１は、認証・登録証の写しを添付してください。 

 

（７）障害者雇用状況報告書の写し 【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】 

障がい者雇用率が２.５％以上の場合は、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和

５１年９月３０日労働省令第３８号）第８条に規定する障害者雇用状況報告書の写し（公共職業

安定所の受付印を押印したもの）を添付してください。 

※電子申請により届け出た場合は、報告書と、サイト「ｅ－Ｇｏｖ電子申請」の申請案件一覧

から「申請案件状況」画面を印刷したものを提出してください。（「申請案件状況」画面が印

刷できない場合は、所管公共職業安定所に連絡の上、受付印が押印された報告書の写しを入

手して提出してください。） 

※他の電子申請サイトで申請した場合も、上記と同様に提出してください。 

※紙で提出されていて届出先の受付印がない場合、加点はありません。 

 

 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm
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（８）労働基準監督署の受付印が押印されている就業規則の写し【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年５月１５日法律第

７６号）第２条に定義する育児・介護休業制度の両方を就業規則に規定し、労働基準監督署に届出を行っ

ている場合は労働基準監督署の受付印が押印されている就業規則の写しを添付してください。 

なお、就業規則とは別の規定等で、育児・介護休業制度を規定している場合は、その内容が分かる資料

を添付してください。 

※電子申請により届け出た場合は、就業規則と、サイト「ｅ－Ｇｏｖ電子申請」の申請案件一

覧から「申請案件状況」画面を印刷したものを提出してください。（「申請案件状況」画面が

印刷できない場合は、所管労働基準監督署に連絡の上、受付印が押印された就業規則の写し

を入手して提出してください。） 

※他の電子申請サイトで申請した場合も、上記と同様に提出してください。 

※紙で提出されていて届出先の受付印がない場合、加点はありません。 

※受付印が押印してあるページと育児・介護休暇を記載している該当のページのみ提出したの

でかまいません。 

 

（９）一般事業主行動計画の写し及び愛媛労働局に提出した一般事業主行動計画策定届の写し  

【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】 

次世代育成支援対策推進法（平成１５年７月１６日法律第１２０号）に基づく一般事業主行動計画を策

定し、愛媛労働局に届出を行っている場合は、一般事業主行動計画の写し及び愛媛労働局の受付印が押印

されている一般事業主行動計画策定届の写しを添付してください。 

※電子申請により届け出た場合は、行動計画策定届と、サイト「ｅ－Ｇｏｖ電子申請」の申請

案件一覧から「申請案件状況」画面を印刷したものを提出してください。（「申請案件状況」

画面が印刷できない場合は、所管労働局に連絡の上、受付印が押印された行動計画策定届の

写しを入手して提出してください。） 

※他の電子申請サイトで申請した場合も、上記と同様に提出してください。 

※紙で提出されていて届出先の受付印がない場合、加点はありません。 

 

（１０）法務省保護観察所が発行した協力雇用主登録に関する証明書 【※原本】 

 【建設工事、委託 / 市内業者のみ 】 

保護観察対象者等の協力雇用主として、法務省保護観察所に登録している場合は、法務省保護観察所が

発行する証明書を添付してください。 

 

（１１）学習単位数を証する書面（学習履歴証明書）の写し、取得単位数を証する書面（建築ＣＰＤ実績証明

書）の写し 【建設工事（土木一式工事・建築一式工事）/ 市内業者のみ 】 

①土木一式工事を申請する方で（一社）全国土木施工管理技士会連合会が実施するＣＰＤＳ（継続学習制

度）を受講している場合は、学習単位数を証明する書面（学習履歴証明書）の写しを添付してください。 

②建築一式工事を申請する方で建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）を受講している場合は、建築ＣＰＤ運

営会議の発行する取得単位数を証する書面（建築ＣＰＤ実績証明書）の写しを添付してください。 

※対象となる期間は、申請基準日（令和７年１０月１日）以前の５年間の学習記録とし、令和７年７月 

１日以降に発行された証明書を有効とします。 


